
流通・通 
“意識”が変われば“構造”も変わる 
 

　今年も残すところ、あと2カ月弱。長引く景気の低迷で、どこの企業も厳しい年

末を迎えそうだ。来春に予定されていた完全ペイオフの延期、景気浮揚策を盛り込

んだ補正予算の編成等･･･。政府も日本経済の現状打破に向け、さまざまな動

きをみせているものの、残念ながら景気回復を確信するまでには至ってい

ない。構造改革なくして日本経済の再生なし。この理念に隠されたメッセー

ジは何か。地域経済の再生にも通じるキーワードを探ってみた。 

　当センターでは、中小企業者等が抱える経営、金融等様々
な問題の相談に応ずるため、総務部企画課内に総合相談
窓口を設けておりますので、気軽に相談ください。 

　現在開業を目指して

準備を進めているとこ

ろですが、会社の商号（名

前）を付けるに当たって、事業目的

にすべきか、主力商品にすべきか

迷っています。 

　商号を決める際の制約等があ

れば教えてください。 
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基本的にはどのような

商号をつけるかは自由で

すが、商号は、その会社

の事業内容がどんなものなのかを第三

者にある程度イメージさせるようなも

のであることが大切です。

また、有名な会社の社名を無断で使

用すると後で問題になる恐れがあるこ

とから避けたほうが無難です。

なお、商号を付ける際には、次のと

おりいくつかの注意しなければならな

い点があります。

1 会社の商号中にはその種類に従

い、株式会社や有限会社等の文字を

使用しなければなりません。

2 従来、商号の登記においては、日

本文字なら漢字、ひらがな、カタカ

ナ以外の文字は認められていません

でしたが、商業登記規則等の一部改

正により、平成14年11月1日以降は、

漢字、ひらがな、カタカナに加えて、

ローマ字、アラビア数字の使用が、

また、字句を区切る際の符号として、

アンパサンド（＆）、ハイフン（―）、

中点（・）等法務大臣が指定する符

号の使用が可能になりました。

3 銀行や信託等の文字も一般の人々

を錯覚させる恐れがあるため、銀行

や信託業等を営む会社以外は使って

はいけないことになっています。

4 本社を置こうとしている市町村内

に、同一又は類似した名称の同業他

社がいる場合には、登記することが

できません。

類似の商号が認められないのは、

個々の会社の商号権を保護したり、

一般の人が違う会社を同じ会社と混

同し誤認されるのを避けるためで

す。判断の基準としては、発音上の

類似、文字上の類似、観念上の類似、

商号全体を観察した場合の類似等が

挙げられます。類似の商号を調査す

るためには、会社設立予定地の登記

所で商号調査簿を閲覧し、確認する

必要があります。二つの商号が類似

しているかどうかを判断しかねる場

合は、思い悩むよりも登記所の窓口

で相談したほうが無難です。

登記申請時に、類似商号とみなされ

ますと、登記しようとしても登記申

請が受け付けられず、そのために開

業が大幅に遅れることにもなりかね

ません。

5 上記のとおりの留意しなければな

らない点がありますが、詳細につい

ては登記所等を確認する必要があり

ます。

プロフェッショナリズムを取り戻す！
先般、竹中平蔵経済財政・金融相と懇談する機会
を得た。懇談会に先立ち、氏は「プロフェッショナ
リズムが日本を救う」と題して講演。あらゆる分野
でアマチュア化が進む現代にあって、次代を拓くの
はプロフェッショナリズムであると強調した。経済
学者でもある氏の分析によると、日本経済低迷への
道筋は、バブル経済崩壊以前からすでに進行してい
たという。一つは経済界が自立性を失ったこと。か
つて日本の経済界は政府から自立し、政府の経済政
策にNOを突きつけるなど、適度な緊張関係を保って
いた。しかし、1980年代半ば以降、経済界は政府に
政策を求めるようになり、依存度が強まって次第に
自立性を損ない、経済力も弱まったという。もう一
つは人材の能力が低下したこと。基礎学力とともに、
仕事にかける情熱や責任といったプロ意識が薄れて
きたことが、日本経済の潜在力と柔軟性を弱めてい
るという。失われた10年といわれる1990年代、バ
ブル経済の崩壊によって引き起こされたといわれて
きた景気の低迷は、実は戦後日本の高度経済成長を
支えてきたプロフェッショナリズムの欠如によって
もたらされたともいえる。

パラダイムを転換する！
硬い話で始まってしまったが、「構造改革」は従来
のパラダイムにとらわれない思考の柔軟
性、意識の改革から始まるというお話。
最近、日本の伝統産業で従来の枠組み
を超え、一種のパラダイム転換を果
たした業界がある。日本酒のメーカー
である。これまで日本酒は、酒税法に
基づく普通酒、本醸造、吟醸、大吟醸な
どのカテゴリーで販売されてきた。米の
精米歩合やアルコール添加の有無によって分
類され、PRされてきた。しかし、近年における
日本酒の伸び悩みを受け、日本酒の愛飲者を女
性にも広げようと、日本酒造組合中央会が大規
模なマーケティングを実施。その結果、テイス

トごとに、さわやかな「のどごしタイプ」、味わいの
ある「ぐるめタイプ」、まろやかな余韻が楽しめる
「いやしタイプ」の3タイプに分類し、ラベルをつけ
て販売することにした。同時に、日本酒が持つ美白
効果や血行促進、毛細血管の働きが活性化すること
によってもたらされるリラクゼーション効果などを
アピールした「Osake テラピー」キャンペーンも展
開。いずれもこの10月1日からスタートしたばかり
だが、消費の低迷に悩む日本酒業界にとって起死回
生のタイムリーヒットとなるか、その成果が注目さ
れる。

流行を追わずに足元を見つめる！
発想の転換を促すもう一つの事例を紹介しよう。最
近、あらゆる業界で流行語のように叫ばれている「ワ
ン・ストップ・サービス」が通用しない世界もあると
いうお話。「ワン・ストップ・サービス」とは、消費
者に手間をかけさせることなく、顧客が求めているサ
ービスをすべて提供できるようにしようという試み。
以前話題になった行政の「何でもやる課」や、住民票
の申請や税務相談などの窓口業務の一本化などもその
一例といえる。しかし、役所の対応は別にして、消費
者の行動は一様ではない。特に女性は複雑かつ多様だ。
女性の消費行動には、「モノを買う」だけでなく「時
間を楽しむ」という一面が含まれているからである。
また女性に限らず、消費者にはお気に入りの店や空
間があって、買いものをするテリトリーを持ってい
る。衣料品しかり、生活用品しかり。そのよう
な場合、売り手が「ワン・ストップ・サービ
ス」を思考しても成功するとは限らない。大
切なことはビジネスのターゲットを確認し、
その行動を探ること。すべての業種で
「ワン・ストップ・サービス」を目指
すのではなく、各お店が協力してテリ
トリーの中を周遊させる仕掛けも必要
ではないだろうか。特に中小の小売店

が並ぶ旧商店街などでは有効な手立てになる
にちがいない。 （公）


